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1問 題
商事貸借対照表の税務貸借対照表にた いす る基準性 の原則は19世紀後半(ザ
クセソおよびブレーメン1874年,プロイセン1891年)の所得税法 にそ の根拠 を有 し
てい る。 この基準性 の原則は,当 初,商 人が商法 と税法に もとつ く利益計算を
べつべつにお こな うとい う煩雑 さを避け,そ れに よつて,商 人的 会計の簡 素化
をはか ろ うとす るいわば便 宜的な理 由か ら導 入された ものであ った。 しか も,
それはその後の所得税法 の改正(1925年,1934年,1955年そして1969年)に際 して
もその まま引 き継がれ 今 日にいた ってい るのであ る{1)。
今 日の ドイツ税 法(所得税法第5条第1項)においては,税 務貸借対照表を用 い
ての利益計算は,形 式的には,「商法上 の正規の簿記 の諸原則」(diehandelsre-
chtlichenGrunds五tzeordnungsm56igerBuchf口hrung)1こしたが っておこ/なわれな
ければな らない ことにな ってい る{2}。しか しなが ら,現実 には,税務貸借対照表
とは別個 に独立の商事貸借対照表を作成 してい る企業 は全 体 の1%(従業員数,
売上高といった要素を考慮しても全体の4分の1)にも満た ない といわ れてい る。 こ
れにたい して,す べての企業は 「税務上 の」(steuerlich)利益 また は所得につい
ての計算をお こな ってお り,さ らにその うちのほ とん どすべての企業が財産に
ついての計算を もお こな ってい るのであ る{%
こうした状況の もとにおいて,今 日,「商 事貸借対照表の税 務貸借対照表に
たいす る基準性 の原則」(GrundsatzderMaBgeblichkeitderHandelsbilanzfttr
dieSteuerbilanz)が文字通 りに妥 当しているのか どうか とい うことがあ らた め
て問われてい る。た しか に,一 方において,経 営経済学の一分野 として発展 し
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て きた貸借対照表論において も,現 在 なお,「税務貸借 対照表 は,、どのみち,商
事貸借対照表にたいす る添 え物 として取 り扱われ,規 則上 も,税 目的上,``追
加的に,'(zusatzlich)考慮 され なければな らない」(4)とい う見解 が広 くみ られ る。
しか し,同 時に また他方においては,「 実 質科学」(Realwissenschaft)たらんと
す る目標 をかか げてい る経営経済学は,会 計 とい うよ うな現実的な問題 につい
ては,こ れをその支配的 な現象形態か ら研 究 しなければ な らないとす る見解 も
存在 してい るのであ る。後者 の見解を とるシ ュナ イダーは会計を と くに税務上
の給 付能力(SteuerlicheLeistungsfnhigkeit)つま り 「所得」一 よ り厳 密 に いえ
ば 「所 得」につい ての経済学的 な理解一 の測定 とい う立場 か'ら論 じているの
であ る。われわれ は,そ うした行 き方 の うちに,現 代 の経営経済学 の 目ざして
い るひ とつ の方向 を読 み取 ることがで きるのであ る。 ここでは,そ うした行 き
方 を代表す る一人 であ るシ ュナ イダーの考え方 が,そ の 『税務貸借対照表一
税務 上の給付能 力の測定 としての会計一 』(5}(1978年)の考察を通 じて,明 らか






{2)Schneider,D三eter,Steuerbilanzen,a.a.O.,S.172.いわ ゆ る 「正 規 の 簿 記 の 諸 原 則 」(GoB)
に 「商 法 上 の 」(handelsrechtlich)とい う形 容 詞 が 付 せ られ た の は1955年 の 所 得 税 法 に お い てで
あ っ た 。 こ の 点 に つ い て は,Jacobs,OttoH・,DasBilanzierungsprobleminderErtragsteuer・
bilanz,a.a.().,S.34参照 。
{3}Schneider,Dieter,Steuerbilanzen,a.a.O.,S.5およびS 113.
〈4)Ebd.,S.5.その 理 由 は ど こに あ る の か,と い う筆 者 の 質 問 に た い し て,シ ュナ イ ダ ー教 授 は,
q)商事 貸 借 対 照 表 を 中 心 に 発 展 し て き た 経 営 経 済 学 の 伝 統 の 影 響 と(2)学者 が 複 雑 な 税 実 務 に足 を
踏 み 入 れ た が ら な い とい う こ との2つ の 理 由 を あげ ら れ た 。
㈲Ebd.な お,筆 者 は1979年の 夏 学 期 と1979年/1980年の 冬 学 期 の2学 期 に わ た っ て,西 ドイ ツ ●
ル ー ル 大 学(ボ ヅ ホ ム)の シ ュナ イ ダ ー教 授 の 下 で 経 営 経 済 学(と くに 経 営 税 務 論,企 業 政 策 論,税
務 貸 借 対 照 表 論 お よび 経 営 学 史)を 研 究 す る機 会 を あ た え ら れ た 。 そ の 間,シ ュナ ィ ダ ー 教 授 か
ら は 公 私 に わ た っ て 何 か と ご 配 慮 を 賜 わ っ た 。 こ こ に 心 か ら な る謝 意 を 表 した い 。
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口 税務上の給付能力の尺度としての所得
課税す ることには2つ の 目的があ るといわ れている。ひ とつ は国がそ の任務
を遂行す るた めに必要な貨幣を調 達す るとい う国家財政上の 目的 である。 この
国家財政上 ρ 目的は課税 の本源的な 目的 であ り・国はその任務遂行 のため の資
金をまか な うために,国 民に財務上 の犠牲 を求め る。 こ うした 国民 の財務的犠
牲が 「税 」 とよばれ る もの とな る。他のひ とつ は,た とえば インフレーシ ョン
の抑制 とい った経済政策上 の 目標 を達成す るた めの用具 とな るとい う経済政策
上の目的 であ るtl}。もっ とも,こ の2つ の 目的が明確に区別 され てい るこ とは
稀である。通常は,経 済政 策上 の 目的が同時 に追加財源 の獲得 とい う意図を も
もっている場合が多い{2}。
'ところで,税 の必要性については大方 の意見 の一致がみ られ る。 しか し,そ
れが 「どの高 さで」必要 とな るのか,、また,税 負担が 「どの ように」 して個人
に配分 され るべ きかについては,意 見の相違 と対立がみ られ る。税が全体 とし
てどの程度の嵩 さで必要 とな るか とい うことは財政規模つ ま り国 の活動範 囲の
広狭に関す る問題 であ る。この問題 はいわ ば 「経営税務論」(betriebswirtschaft・
licheSteuerlehre)の外 にあ る問題 であ り,ま たそ の経済的側面は財政学 で取 り
扱われ る問題 で もある。 また,税 負担が国民 に どの ように配分 され るべ きか と
いう問題 も財政 学に よって扱われ て きた。 しか し,こ れは経営税務論に とって
も回避 す ることのできない問題 で もあ る。 とい うのは ここでは個 人の税 負担を
決定す る基準が問題 とされてい るか らであ る。税 負担を国民に配分す る とい う
問題は 「個別経済問題 と し て の 課 税」(Besteuerungalseinzelwirtschaftliches
Problem)に属 してい るのである〔3}。
国民にたいして税 とい う財務 的な犠牲(反対給付への要求をともなわない支出)が
強要され なければな らない とす るな らば,な に よ りもまず,そ れ を配分す るた
めの何 らかの原則 が設定 されていなければ ならない。そ うした原則 として,シ
ュナイダーは,(1)「等 しい税 務上 の給付能 力は差別な く課税 され なければな ら
ない」(gleichesteuerlicheLeistungsfahigkeitunterschiedsloszubesteuern)とい う
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原 則 と(2)「よ り高 い 税 務 上 の給 付 能 力 は よ り低 い税 務 上 の 給付 能 力 よ り強 く課
税 され な けれ ば な らな い 」 〈eineh6heresteuerlicheLeistungsfahigkeit8tllrkerzu
bestuernalseineniedrigeresteuerlicheLeistungsf5higkeit)とい う2つ の原 則 を設
定 す るの で あ る 。前 者 は 「公 平 課 税 の原 則J(GrundsatzderGleichmaBigkeitder
Besteuerung)とよばれ,後 者 は 「給 付能 力に した が った 課税 の 原則 」(Grundsatz
derBesteuerungnachderLeistungstahigkeit)とも よば れ で い る。 さ らに,前 者
は 同 一 の経 済 状 態 に あ る2人 の人 の あ い だに 税 負担 を配 分 す る こ とを も意 味 し
て い る ので 「水 平 的 正 義 」(horizontaleGerechtigkeit)に関 係 し,ま た 後 者 は異
な った経 済 状 態 に あ る2一人 の人 の あ い だに 税 負担 を 配 分す る こ とを 意 味 して い
るので 「垂 直 的 な 正義 」(vertikaleGerechtigkeit)に関 係 す る ど もい われ て い る。
そ こで,シ ュナ イ ダーは これ ら2つ の 原則 を 「税 務 上 の正 義」(steuerlicheGe-
r㏄htigkeit)とい う上 位概 念 の もと に総 括す るの で あ る{4}。
と ころで,今 日の支 配 的 な 見解 に よれ ば,税 務 上 の給 付 能 力 は圧 倒 的 に(時
として全 く)「所 得 」(Eink・mmen)のうち に見 い 出 され て い る。 つ ま り,所 得 が
税 務 上 の給 付 能 力 の尺 度 として選 ば れ て い るの で あ る。 とい うの はそ れ が 個人
の企 業 活 動 の期 間 的 な 成果 に た いす る尺 度 ともな るか らで あ る。.「所 得 に課 税
す る こ とは 個人 の企 業 活動 の財 務 的 成 果 に 課 税 す る こと{5}」(Einkommensbeste・
uerungistBesteuerungdesfinanziellenErgebnissesderpersδnlichenUnterneh・
menstatigkeit)にな る ので あ る。
そ の 際,経 済 理 論 に お い て は,所 得 とは あ る人 が あ る期 間 の あい だ に 一 期
首 の 財 産 を減 少 させ る こ と な し に 一 消 費 し うる金 額 つ ま り 「消 費基 金 」
(Konsumfend)とで もい うべ き もの と して理 解 され て い るの であ る。 こ うした所
得概 念 の特 徴 とし て,シ ュナ イ ダー はつ ぎ の5つ の点 を あ げ て い る。 す なわ
ち,
(1)所得 は あ る期 間 一 通 常 は1年 一 に 関 係 して時 点 に は 関 係 しな い。
{2}所得 は期 首 財 産 が 期 末 にお い て も維 持 され て い る時 に は じめ て 存 在 す
る。
(3)所得 とは 経 営 もし くは 個 々 の企 業 手段 の剰 余 で は な くて,家 計 の構成 員
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が処分 し うる剰 余である。
{4)今日の見解に よれば,所 得 とは純収 益 と財産の売却損益(いわゆるキャピ
タル ・ゲインおよびロス)とを含む。ただ し,そ れは期 首財産 が全体 と し て
期末 におい ても維持 されてい るとい う前提の もとにおい てで ある。
{5)所得は企業活動 から生 じ家計の活動を可能 にす る。それゆ え,所 得 は実
際 の消費支 出とは合致 しない。 消費可能 な金額 とし て の所得(税引後)は家
計 の活動に よって実際 の消費支 出 と貯蓄(財産の増加)とな る{%
シュナ イダーは所得 の こ うした特徴 点をめべ ることに よって,所 得 と財産 と
の区分を強調 し,そ れに よって,さ らに,所 得が存在す るための前提 であ る財
産の維持が課税に よって損われてはな らない一 っ ま り所得課税 と財産課税 と
が混同され てはな らない一 とい うことを強調す るのである。そ して 「貨 幣で
実現 した利益お よび損失に課税す ることだけが,所 得税がやがて実質的 な財産
課税になる とい うことを防止す る」{7}とす るのであ る。
要す るに,シ ュナ イダーは 「所得」 と 「財産」 とを 区分す る ことに よって,
「所得課税」 と 「財産課税 」 とを区別 し,「所 得 として とらえるのは貨幣で実現
した純財産の増加」t8)(a18EinkommennurdeninGeldrealisiertenReinverm6ge-
nszugangerfassen)だけであ ることを強 調 し,そ うす るこ とに よ っ て,「所得」
を限定 してい るといえ るのであ る。 その うえで,そ こか ら生 じて くる利益計算










今日の経営経済学 においてほ とん ど一致 して主張 され ている見解に よれば,
98明 大 商 学 論 叢i、(230)
実 質 的 な 「正 規 の簿 記 の諸 原 則 」(Grundsatzeordnungsma6iggrBuehfUhrung)は
商 人 の慣 行 か ら経 験 的 に 発 展 し て きた も の で は な く て,「会 計 の 目的 か ら」
'(
vondenZielenderRechnungSlegungher)「演 繹 的ilこ」(deduktiv)展開 された も
の で あ る とされ て い る。 シ ュナ ィ ダー は,そ の際,計 算 され るべ き所 得 の 内容
に つ い て の一 般 的 な考 え方,つ ま り,上 でみ た 「実 現 した 純 財産 の増 加 として
の所 得 」を 基 礎 とす る こ とに よ って は じ め て,「 会 計 の 目的 」 か ら 「正 規 の簿
記 の実 質的 な個 別 原 則 」(materielleEinz色1grundsatze・rdnungsmaBigerBuchfUh・
rung)を導 き 出す こ とが で きる と主 張 す る の で あ る{1,。
シ ュナ イ ダーは こ うし た観 点 か ら現 実は ど うあれ 一 見 何 人 も否 定 し が た い
「課 税 の公 平性 」(G16ichm蓋6igkeitderBesteueru麓9)とい う上 位 目標 に か な っ た
つ ぎの よ うな4つ の 「目的適 合 的 な 会 計 」(zielentsprechendeRechnuhgslegung)
の原 則 を導 き 出す の で あ る。 す な わ ち,
1.「 純 粋 な実 現 原 則 」(DasrelneRealiSationsprinzip)
この原 則 に よれ ば,貨 幣 で 実現 した純 財 産 の増 加 は あ る経 済財 が売 却 さ
れ て収 入 の流 入 が み られ た 時 に 生 じ る。 この 原則 か ら,さ らに,利 益 算定
に た いす る個 別 の 要求 が導 き 出 され る。 す なわ ち,財 産 比 較 に算 入 され る
べ き経済 財 の 範 囲 は 個 別 に 取 引 し うる(売却 可 能 な)経 済 財 に 限定 され る。
こ こ で重 要 な こ と は,「 支 払 い が 入 って は じめ て 営業 が 完 結 し,し か も支
払 い の 入 りの 時点 で 利益 が 実 現 す る とい うこ とに よ って のみ,所 得 課税 が
実 質 的 な 財産 税 に な る とい うこ とが 回避 され る」②,とい う こ と な の であ
る。
2.「 不 平 等原 則 」(DasImparitatsprinzip)
この原 則 に よれ ば,実 現 利 益 と同時 に 実 現 お よび 未実 現 の損 失 も考 慮さ
れ な けれ ば な らな い 。 そ の 際,力 点 は 「未現 実 の損 失 」(unrealisierteVer・
lusten)におか れ て い る。 こ うした,い わ ば損 失 の 先 取 り は 「課 税 の公平
性 」 に 反 す るの で否 定 され な け れ ば な らな い 。 しか し,シ ュナ イ ダrは,
と くに 資 本 会 社 に おけ る社 員 の有 限責 任 を 根 拠 と して,発 生 す るおそれの
あ る損 失 に た いす る事 前 の配 慮 は 放 棄 す る こ とは で きない とす る の で あ
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る。 かれは この 「不平等原則」 を税務上の利益算定 に た い す る次善の策
一 「正規 の利益算定 の補助原則」(Hilfsgrundsatzordnungsma6igerGewi・
nnermittlung)一とみなす の である。 もし この補助原則 として の 「不平等
原則」が 「純粋な実現原則」.とならんで適用 され るとす るな らば,そ れ は




この原則は,あ る計算期間を越 えて給付を提供す るよ うな支 出が どの よ
うに個 々の計算期 間に配 分 され るべ きかを規定す る任務 を もってい る。 こ
の原則にたい し て,「検証可能 な会計 とい う枠内にお い て」(imRahmen
einernachprufbarenRechnungslegung),さらに,つ ぎの3つ の要求 が出 さ
れなければな らない{4}。
働 「期間配分原則」は他の内容的(実 質的)な 「正規 の簿記 の諸原則」 と
同様に1期 間の利益を計算す るのに役立つ。
(2}「期間配分原則」に したが⇔ て,耐 用年数 のあいだにおいて計上 さ れ
る費用の総額は配分 され るべ き支 出 より多 くな ってはな らない。
③ 「期 間配分原則」は補助的 な評価 原則 とでもい うべ きもので あ る。 そ
れは貸借対 照表 の作成 を根本か ら新たに規定 しては ならない。
シ ュナ イダーは,こ の3つ の要求をすべ て受け入れた とす るならば,
「時間的に限定 された,1会 計期 間を越え る給付可能性(または経営にたい
する 「効用」)を産み 出す すべ ての支出は,時 間配分的に,す な わ ち,給
付可能性の期 において,均 等に費用 として計上 され なければな らない」㈲
とす るのであ る。1つま り,「償却性資産 につ い て は,直 線的な減価 償却
だけが貸借対照表作成 の 意 味(目的に合致して理解される演繹的な正規の簿
記の諸原則)(denzweckentsprechendverstandendeduktivenGoB)に合 致 し
うる」⑥ と主張す るのであ る。
・4・「推測を リス ク中立的に取 り扱 う と,いう原 則」(DasPrinzip,Ermessen
L
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r三8ikoneutralzuhandhaben)"'・
会 計 に お い ては,ど の よ うな推 測を お こな うべ きか を 決 定 す る場 面 は,
少 な くと も,償 却 性 資 産 の 経 済 的 な耐 用 年 数 の 選択 と引 当金 の設 定 とい う
2つ の 場 合 に生 じる。 しか し,その 際,シ ュナ イ ダ ーは 「"方 的 に あ ま りに
も悲 観 的 に見 積 った り,あ るいは 同様 に また 誤 って い る の だが,あ ま りに
も楽観 的 に 見 積 る とい う意 味 に お い て,'推 測 決 定 に 際 し て``慎重"(v・rsic-
htig)とな る とい うこ とは 会 計 報 告責 任(Rechenschaft)の意 味 に反 す る。 そ
れ ゆ え,"リ ス ク中立 的「'行状(risikoneutralesVerhalten)だけ が 会 計(Rech・
nun991egung)の意味 に 合 致す る よ うに 思 われ る」{7}と主 張 す る ので あ る。
こ うし て,シ ュナ イ ダーは ノ
1.「純 粋 な 実現 原 則 」
2.「 不 平 等 原則 」
3.「 期 間 配 分 原則 」
4.「 リス ク中 立的 推 測 の原則 」
とい う4つ の原 則 を 設定 しt、そ れ らが 「課 税 の公 平 性 」 とい う原 則 を満 足 し う
る利 益 算定 の限 界 を 明示 し て い る と同 時 に,会 計 報 告 の 目的 に 合 致す る商 法上
お よび 株式 法 上 の利 益 算定 を保 証 す る のに十 分 で あ る とす るの で あ る(8)。
つ ま り,シ ュナ イ ダー は 「正規 の簿 記 の諸 原 則」(Grundsatzeordnungsma6i・
gerBuchf6hrung)を「課税 の公 平 性 」 に 焦 点 を合 わ せ た 利 益 算 定 の 原 則(シ ュナ
イダーは これを``Grundstitzeordnungsma6igerGewinnermittlung"とよんでい る)
として 論 じて い るの であ る。 そ して これ ら4つ の原 則 が,財 産 比 較 を 通 じての
所 得 算 定(dieEinkommensermittlungtiberdenVerm6gensvergleich>(貸借対照表の
作成)と超過 計 算 に よ る所 得 算 定(dieEinkommensermittlungnachderVberschu'
Brechnung)(収入 の所要経費を上回る超過すなわ ち経営収入の経営支 出 を 上回 る超 過)
とが 一 致す る とい うこ とを保 証 し,両 者 は 実 現 した 純財 産 の等 しい 増 加 を把握
し うる とし てい るの であ るC9)。,
と ころ で,「商 法 上 の正 規 の 簿記 の諸 原 則 」(handelsrechtlicheGrundsatzeor・
dnungs血56iger・BuchfUhruhg)がどの よ うな 貸借 対 照 表 価 額 を 要 求 して い るの か・
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また,そ もそ も一体 何が 「商法上の正規の簿記 の諸原則」であるのか とい うこ
とについては,ど こに も,確 定的な ことはのべ られ ていないのであ る。それ ど
ころか,む しろ,そ の問題に関しては,「一方 における貸借対照表上 の評価額
についての明確 な商法上の諸 規定 と,他 方におけ る商法に よっては未解決の ま
まに されてい る立法上の欠陥」uaとい う2つ の側面があ ることに注意 し て お か
なければな らない。
しか も,と りわけ,こ の立法上未解決 とされてい る部分につ いては,そ れが
いわゆる 「正規の簿記の諸原則」に よ って補完 され る とい うこ と は,「正規の
簿記の諸 原則」 の性格を考え る際に,き わめて重要な意味を もつ。
そのよ うな 「正規の簿記 の諸原則」が 「合 目的 性 配 慮 や 伝 統」(vonZwec・
km56igkeitsUberlegungenund/oderTraditionen)から導 き出されてい るとい わ れ
ているとはいえ,実 践上は,そ うした 目的については,何 らの一致 もみ られな
いばか りか,利 害状況が 目的設定 と論証方法に影響をお よぼすために,そ こに
→義性 とい った ものを期待す ることは できないのであ るall。 だから こそ,シ ュ
ナイ ダーは,明 確に設定 された貸借対照表 目的か ら一義的な 「正規の簿記の諸
原則」を導 き出す必要があ ることを強調す るのである⑰。
このよ うに,シ ュナイダーが 「正規 の簿記の諸 原則」を演繹的に導 き出す こ
との意味は,「課税の公 平性」 とそれに焦点 を合わせた利益 計算の改造 の うち
にあるだけでな く,そ れを もって商法上未解 決に され てい る部分を補完す ると
いう制度的 な役割を もはた させ る とい うところにあ るといえ る。その意味で,
















W.経 済 的 所 得 と 維 持 さ れ る べ き 財 産,
_PagatorischeSubstanzerhalt皿gの主張一
さて,所 得が存在 し うる以前に どの よ う な 種類 の``財産"(Verm69en)が維
持 され るべ きかについ ては,す でに,数 多 くの議論 がな されて きた。そ して,
う ロ
所 得 が 存 在 す るた め の 前提 と して の 「維 持…さ れ る べ き 財 産 」(zuerhaltend飽
Verm6gen)には,こ れ ま・で,少 くと も,4つ の 内容 が あ た え られ て きた 。
1.財 産 数 量(実体維持)
こ こで は,所 得 は,決 算期 の 初あ に 存 在 し てい た財 貨 数 量 が期 末 にお い て
もな お存 在 して い る とい う前 提 の も とに,は じめ て,存 在 す るの で あ る。そ
の際,も し財 貨 数 量 に 不 足 が生 じた とす るな らば,そ れ は 費 用 の 計上 を通 じ
て,つ ま り,収 入 の留 保(それ も非課税,非 分配の)に よ って補 償 され な ければ
な ら ない 。 こ うした 財 貨 数 量 の 維持 は,sc実体 維 持 　,(Substanzerhaltung)とも
よば れ てお り,古 くは ロー マ法 の純収 益 観(Reinertragsvorstellung>の基 礎 と
も され た し,ま た19世 紀 に お け る 国民 経 済 学 にお け る所 得理 論 も この実 体維
持 か ら出発 し て い る の で あ る。 そ こでは,資 本 は 財貨(た とえば,"中間生産物
の総和!'(dieSummeallerZwischenprodukte)とか 　生産された生産手段"(produzi・
erteProdukti・nsm三ttel)として と らえ られ てお り,貨 幣 とい う意 味 では 理 解 さ
れ て い な い の であ る。 と くに,貸 借 対 照 表 論 に お い ては,利 益 算定 に 際 して
価 格 変 動 を 考 慮 す るた め に,利 益 存在 の た め の前 提 として 実体 維持 が要 求 さ
れ た(㌔
.2.名 目資 本維 持
所 得 は,こ こでは,決 算期 の初 め まで に 企 業 に投 資 され た 貨 幣 力}期末 にお
い て も維 持 され て い る場 合 に は じめ て存 在 す る。現 行 の税 法 お よび商 法 は こ
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の 名目資本維持の上に立 って い る。 これは,と くに,資 本会社 く株式会社)に
おいて,債 権者保護 のために配当制 限を設定す るために,利 益概念 に とらて
の付帯条件 として生 じた ものであ るが,株 式法上 の利益算定 にたいす る規定
を純財産増 加の計 算へ軽率 に引 き継いだ ことに よって,税 法に も取 り入れ ら
れた といわれている{2}。
3.購 買力資本維持
所得は決算期 の初めに企業に投下 された資本 の購買力が期 末においても維
持 されてい る場 合には じめ て存在す る。 これが多 くの学者に よって要求 され
たのは第1次 世 界大戦後か らであ っだ3}。
4.収 益価値維持
所得は ここでは企業 の経済的な給付能力の尺度 としての企業の収益価値が
維持された後には じめて存在す る。 ここで所得 とされ るものは年度初めにお
ける収益価値 についての利子 に合致す る ような1年 間の 「収入超過 」(Einn・
ahmettberschu6)であ る(4 。
シ ュナイ ダーは こ うした伝統的 な諸提案 に 「インフレに よる資金不足」(infl-
atorischeFinanzierungslticke)と「課税 の公平性 」 とい う観点か らの批判を加 え,
「開始財産 目録の維持 を ともな った収支計算を通 じての所得 の計算」(dieErm・
ittlungdesEinkoinmens・tibereineZahlungsrechnungmitErhaltungdesAnfangs-
inventars)を提案す るのである。
「所得 とは,引 き出 され,`消費 され うる金額 である。 それゆえ,利 益算定 に
たいす る基本的な要求は,所 得 が決算年 度において獲得 された収入超過 よ り決
して高 くな ってはな らな いとい うよ うにな らなければ ならない。 イ ソフレに よ
る資金不足 と所得利用に際 しての財務 問題 は,収 益が時間的に もまた大 きさに
おいて も収入 と等 し ぐな り,費 用が時間的に もまた大 き さにおいて も支 出 と等
しくな る時にのみ回避 され うるのである」{5)。したが って,,「所得 算定について
の原則は,損 益数値 と収支数値 との時間的かつ量的 な同一性が維持 され るよう
に・つ ま り,"財産 維持"を 考慮 した うえで,収益=収 入・費用 ≒支出 となる よ
うに改造 され なければな らない」⑥ とす るので ある。シ ュナイダーは こ う した
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「開始財産 目録の維持を ともな った収支計算を通 じての所得の計算」 を 「パ ガ
トリッシ ェ実体維持」(Pagat・risctieSubstanzerhaltung)と名づ け るのであ る{7,。
ここでは,も し期末におい て期首の財産在 高が もはや存在 していな い とす れ
ば,追 加的な費用項 目(支出を越える費用)が設定 されなければな らな い の で あ
る。 こ うした 「計算上 の費用」、(Verrechnungsaufwand)セま,収 入超過 の うち期
末において不足す る財貨在高 の補充調達 の資金を まかない うる程度 のものが留
保 され るとい うことを保証す る¢)であ る{8)。しか も,シ ュナイ ダーは こ うした
開始財産 目録の維持 を ともな った収支計算を通 じての所得算定は 「課税の公平
性」を も保証す るとい うの であ る{9}。しか しながら,シ ュナ イ ダーの 「パ ガ ト
キ オ
リッシ ェ実体維持論 」は 「課税 の公平性」の実現を 目ざしてい る とはい え,そ
の現実的なはた らきとい う点 で は,支 出を越 え る費用(計算上の費用)の計上を
認め,そ れに よって利益 の縮小化 を容認す る一 これは免税 もし くは税務上の
優遇措置を も容認す ることに もつなが るのであ る が一 とい う,「課税の公平
性」 とは矛盾 したはた らきをす る ことにな るのである。いいか えれば,シ ュナ
イ ダーのい う 「課税 の公平性」 とい う用語は 「用語 として表 明せ られなが ら,
じつ は,そ の裏面に数 の意味を秘めてい る」OOので あ る。 しか も,「会計専門
においては,用 語か ら数を読 み とることが,本 質的 に重要な こととな り,これ
が,会 計 の生命 とな る」anので あ る。 シ ュナイ ダーの 「パガ トリッシ ェ実体維
持論」 もこの ような視点 か らその意味が明 らかに され なければ な らない。
もっとも,シ ュナ イダーは こ うした 「パ ガ トリヅシ ェ実体維 持論」 によって
も解決 されない問題があ るとす るのであ る。それは 「イ ンフレ時における債権
者 の損失 と債務者 の利得」(dieGlaubigerverlusteundSchuldnergewinneinder
Infiation)とい う問題であ る。 しか し,か れはそれ は所得算定 の問題 ではな くて
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V貸 借 対 照 表 の 内 容 と評 価
さらに シ ュナイ ダーは商事貸借対照表 の税務貸借対照表にたいす る規定関係
とい う問題を検 討す る前に,〆貸借 対 照 表 の 内 容(積極側および消極側に表示され
るもの)と評価 に検 討を加 えてい る。
1.貸 借対照 表の内容一 「資産」,「負債」概 念一
貸借対照表 の内容 について,シ ュナ イダーは まず商 法規定 に検討を加 えてい
る6商 法 は明確 な資産 化お よび負債 化 の 義 務 づ け(Aktivier皿g8-undPassivie-
rungspflichten)を示 していない。資産化 お よび負債化 の義務づけは,た だ,一 般
的 な原則 か らつ ぎの よ うにな る。す なわち,
(1)財産 目録 はす べての財産 対象物お よび負債(sUintlicheVerm6gensgegen8・
tandeundSchu!den)を包括 しなけれ ばならない(商法典第39条)。しか し,何
が財産対象物 と負債 に数 え られ るか とい うことにつ いては異論があ る。
《2)株式会社 につ いてほ,さ らに,追 加 して,年 度 決算書は 「評価規定 の枠
内で,会 社 の財産状態 お よび収 益状態 へので きるだけ確実な洞 察をあたえ
なけれ ばならない」 とい う,ことが妥当す る(株式法第149条第1項の2)。支
配的な学説 に よれ ば,株 式法第151条の分類 規定か らは資産化義務は生 じ
て こない。
つ ま り,商 法 の財産 目録作成に関す る規定 に よれば,商 法上 の資産 とは 「財
産対象物 」(Verm6gqngegenstlinden)(独立して売却することのできる対象物)を意味
し・ また商法上 の負債 とは第 三者 にたいす る債務 を意味 してい るのであ るω。
その意 味で,「 貸借対照表の 内容は厳密な財産 目録 と何 ら変 らない。 それゆ
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え,財 産 目録 へ の表 示 能 力 に は非 常 に 大 きな 価 値 が おか れ な け れ ば な ら な
い 」【2にとに な る。
これ に た い し て,税 務 上 の判 決 に よれ ば,税 務上 の資 産 は 「財 産 対 象物 」.と
い う概 念 で はな くて 「貸 借 対 照表 能 力 あ る 経 済 財 」(bilanzfphigeWi;tschafts-
gtiter)とい うい っそ う広 い 内容 を もった 概 念 とな って お り,..また,.税務 上 の 判
決 は 「負債 」(Schuld)とい う概 念 の代 りに 「経 済 的 負担 」(wirtschaftlicheLast)
とい う概 念 を用 い て い るの で あ る{3}。
こ うした 商 法 上 の資 産 お よび 負債 と税 務 上 の資産 お よび 負債 との食 い違 いを
調 整 す る もの と して,い わ ゆ る 「選 択 権 」(wahlrecht)が用 意 され てい るの で あぼ ハ
るdし か し,「商法上 の資産化選択権」(handelsrechtlicheAktivierungswahlrech・
te)は,原則上,「税 務上の資産化命令」(steuetlicheAktivierungsgeboten)となる
のであ る(連邦税務法廷,1969年.2月3日付判決)。そ うした もの として,つ ぎの3
つの事例 をあげ ることがで きる。
ω 無形 固定 資産,取 得 した営業価値,社 債発行差金
(il)無償取得 の対 象物
血)民 法上 の所有権 に反 して,税 法が必要な経 営 財 産(notwendigeBetriebs-
verm6gen)と認め る財 産部分(土地,固定資産のリース)
また,商 法上 の資産化選択 権が税務上 もその まま選 択権 とな る場 合 として,
㈹ 個人商人 と個人会社 の任意の経営財産 を,
商法上 の資産化選択 権が税 務上 の資産化 禁止 とな る場合 とじて,
(v)営業開始に ともな う費用を,
そ して商法上の資産化命令 が税務上 の選択権 によ って商法上の選択権 となる
場 合 として ぜ,
杣100マ ル ク以下 の設備財,金 額 的に重要性 を もた ない計算区分項 目を,
それ ぞれ,あ げ る ことが で きるω。
さて,税 務上 の判決は 「負債」(Schuldeh)とい う概 念の代 りに 「経済的負担」
(wirtschaftlichさLast)とい う概 念を用 い て い る。 この概 念は株式法上 の引当金
概 念 よ りもは るかに広い ものであ る。つ ま り,・支払 いの義務づけだけが株式法
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の意味でめr不 確定債務」(ungewisse'Verbindlichkeiten)とな るが,実 務は給付
の義務づけ(LeistungsverPflichtung)をも含む それ よ り広い引当金概 念を用いて
いるのであ る。た とえば,砂 利採取場 を再 び埋め立 てる ことの義務づけは,税
務上は,独 立の経済 的負担 とみな されて引当金の設定 が認め られ る の で あ る
(連邦税務法廷,1970年9月16日付判決){5)。「税法の判決はつ ぎの よ うに宣言 して
いる。す なわ ち,商 法上貸方計上 されてはな らない ものは,税 法上 も,、一般に
貸方計上 されてはな らない。
この ことは,個 別の場 合において,税 法上一 商法に拘束 され ることな しに
一 貸借対照表 日にす でに存在 してい る経済的負担が引 き受け られ なければな
らない とい うことを排除す るものではな い。 したが って,そ れ ら負担にたい し
て引当金が設定 され てもよい とい うことに な る,と 。」{6}(連邦税務法廷,1977年
4月28日付判決,1969年2月3日付判決,1969年6月24日付判決)
この よ うに,税 務上の判決は商法 よ り広 い 「経済財」お よび 「経済的負担」
とい う概念 を適用 してい ることが明 らか とな る。
2.貸 借対照表評価一 評価規定 と 「価値 」概 念一
こうした考察についで,シ ュナ イダーは さらに貸借対照表評価 を所得税法 の
評価規定 と商 法お よび会社法 の評価規定 とを比較 しなが ら論 じて い る。「一見
して,税 務 貸借 対照表 におけ る評価は単純 のよ うに見え る。・すなわち,調 達原
価 または製作原価(Anschaffungs-bzw.Herstellungsk・sten)で評価がなされ る。そ
してもし部分価値(Teilwert)がそれ よ り低 くなれば,部 分価値 で評価 され る。償
却性の経済財 につ いては,継 続記帳 された(減価償却分を控除した)調達原価 もし
くは製作原価 で評 価 され る。支払i義務については,将 来 の支払い(年金支払義務
(RentenverPflichtungen)についてのみ,その現金価値(Barwert))が,また 給 付義
務にたいす る支払 いを受け取 つた場 合には,そ の受け取 られた支払額 で評価 さ
れる。」(7)
また・商法 お よび会社 法での評価規定 は数 も少な くまた 内容 も粗雑な もの と
なっている。 そ こで,'立法上未解決のま まにされてい る部分については,い わ
ゆる ・「正規 の簿記 の諸原則」の適用 に よって解決がはか られ るとい う形が とら.
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れ てい る。 この 「正規の簿記 の諸原則」はす でにみた ごと く合 目的性考慮や伝
統か ら導 き出され るといわれ てい るのであ るが,し か し,「実践上は,こ の諸 目
的 については,何 らの一致 もみられず,ま た利害状況が 目的設定 と論証方法 に
影響 をお よぼすの で,一 義性 とい った ことは保証 され ないのであ る。前提 に さ
れ た,明 確に示 され た貸借対照表 目的か らのみ,一 義 的な``正規 の簿記の諸原
則"が 導 き出され うるのである。」(8}
さて,そ うした商法お よび会社 法上の評価規定の内容はつ ぎの よ うにな って
い る。
(1)「個人商人お よび人的 会社」 は 「すべ ての財産対象物 と負債 をその 作 成
シ ロ
がお こなわれ る時点 におい て,そ れ ら(財産対象物および負債)に付せ られ るべ き
価値に したが って評価 しなければな らず,ま た疑わ しい債 権につい ては,そ の
確率値に したが って回収不能 の債権を償却 しなければな らない。」tg)(商法典第40
条第2,3項)
ところが,こ の貸借 対照表 目におけ る 「付せ られ るべ き価値」(beizulegender
Wert)とは何であるかについては,そ の内容が不 明確 の ままに され てい るので
ある。歴 史的にみ ると,そ れ は 「一般価値」(gemeinerWert)(個別売却価格マイ
ナス売却までに発生する支出)であ るとされ ている。償却性資産 につい ては,判 決
は調達原価 もし くは製作原価 マイナ ス減 価償 却での評価 も許容 した(187g年9月
9日付の帝国上級商事裁判所の判決)。これに よって,個 人商人 および人的会社 で
は,未 実現利益 の表示が可能 とな ったのであ る6た とえば,あ る商品の販売価
格(マイナス発生が予想される販売支出)が調達支 出を上回 る場合であ る。ここでは
調達原価 または製作原価は価 値の上限 を構成 しない のである四。
これにたいして,経 営経済学 の文献 においては,し ば しばつ ぎの よ うに主張
され て い る。すなわち,「付せ られ るべ き価値」 とは一定 の きまった価値概念
ではない。 むしろ,商 法典は 「正規 の簿記 の諸原則」 によ って解 釈 され るべ き
であ る。 そ して,そ れに ょれば,調 達原価 もし くは製作原価が価 値の上限 とな




こうした解釈には,つ ぎの よ うな理 由から,反 対の意見が 出され た。すなわ
ち,
ω 商 法典 の建 白書は,明 確に,株 式法 の評価原則 をそれ(株式法)の当時
の適用領域を越え て拡 大 させ よ うとは していない。調達価格 を最高価値
として評価す ることは,株 式 会社 では未実現利益 の分配を防止す るのに
役 立つ のである。 個人商 人お よび人的会社 では,責 任 量(Haftung8masse>
が限定 され ていないので,そ の よ うな規定 は無意味の もの となる。そ こ
か ら,商 法典第38条におい て 「正規の簿記の諸原則」を指 示してい るの
はただ記帳技術(BuchfuhrUngstechnik)だけを意味 してい るのであ っ て,
貸借対照表 の内容 もし くは貸借対照表評価 を意味 しているのではない。
働 株式法 では 「付せ られ るべ き価 値」は一定 の評価数値 とな ってい る。
すなわ ち,そ れは,主 として,個 別売却価格(Einzelvertiu6er皿gspreis)に
賛 成 してお り,支 配的な意見に よれ ば,原 材料,補 助財料お よび経営材
料 な らびに未完成品お よび 完 成 品(これらは外部から購入することもできる
のであるが)について も,再 調達価 格(Wiederbeschaffungspreis)に賛成 して
い る。株式法 では,そ れゆえ,「付せ られ るべ き価値」が 調達原価 も し
くは製作原価 と等 し くは ならない ことは明 白であ る。
姐)株 式法 は,有 限責任量のために,経 過 した年度 の分配 し うる最大の利
益を計算す るので,「分配制限」(AusschttttUngssperre)を設けなければな
らない。..これに反 して,商 法典は利益算定を第1の 貸借対照表 目的 とは
見ないで,財 産表示を第1の 目的 と見 てい るのである。す なわち,債 権
者保護 と商人 自身 の情報 のための 「債務補 償 能 力」(Schuldendeckungsp・
otential)の発見 とい うことを第1の 目的 とみてい るの であ る。 異な る目
的設定が異 な る評価数値を正当化す るだけでな く,ま さに,異 なる評価
数値を要求す るのである⑰。
② 「株式会社」については,つ ぎの ことが妥当す る。
(i)調達原価 もし くは製作原価が絶対 的な価値上限 とな る(株式法第153条
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第1項の1お よび第155条第1項 の1)。これ とな らんで強制 され てい る の
が貸方側におけ る3つ の評価項 目であ るas。すなわち,
(a)資本金は額面価格(Nennwert)で評価 されなけれ ばな ら な い(株式法
第156条第1項)ot
(b)年金支払義務(Rentenverpfiichtungen)t8その現 金価値(Barwert)で評
価 されなけれ ばな らない(株式法第.156条第2項)。
(C)引当金 は合理的 な商人的判断に したが って必 要 とな る高 さでのみ評
価 され なけれ ばな らない(株式法第156条第4・項)。
㈹ また,つ ぎの3つ の場合 においては,積 極側 たおけ る調達原価 または
製作原価 よ り低 い評価数値が強制 され る⑭。す なわち,
(a)流動資産 の対象物 につい ては,決 算 日現在 の取引所価格 もし くは市
場価格か ら生 じる価値が調達原価 もし くは製 作原価以下に落ち込む と
す るな らば,調 達 原価 もし くは製作原価 よ り低い価値が付 され なけれ
ばな らない。取引所価格 あ るいは市場価格(B6rsen-oderMarktpreis)が
確定 できない場合 には,そ の代 りに,貸 借対照表 日におけ る付せ られ
るべ き価値が これ を決定す る(株式法第155条第2項)。、それゆ え,流 動
資産 においては,調 達 原価 もし くは製作 原価か,取 引所価格 もし くは
市場価格,あ るいは付せ られ るべ き価値か ら生 じる価値のいずれ かが
付 され る ことにな る。
(b)固定資産の償却性資産につV;ては,調 達 原価 もし くは製作原価が計
画的 な減価償 却分(planmntSigeAbschreibungen)だけ減額 され る(株式法
第154条第1項 の1)o
《C)固定 資産のすべ ての対象物については,持 続的 な価値減少が予想さ
れ る場合には,計 画外 の減価償却(auBerplanmatSigeAbschreib皿gen)が
お こなわれなければな らな い(株式法第154条第2項 の1)。すぺての固
定 資産について許容 され る最高の評価 は,そ れ ゆえ,(計 画的な減価償
却分だけ控除された)調達原価 もし くは製作原価 と価値減少が持 続 す る
場合の付せ られ るべ き価値 とのいずれか低い方 とい うことにな る。
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畑 上述 のω もし くは㈹ に したが った許容 された最 高の価値 より低い評 価
がつ ぎの3つ の場合に認 め られ る(選択権)ロ㌔ す なわ ち,
(a)固定資産 お よび流動資産にお いて,よ り低い評 価が 「所得 お よび収
益 についての税 目的上,許 容 し うる もの とみな され る場合」(株式法第
154条第2項の2,お よび第155条第3項の2)。
旬 固定資産において,決 算 日現在 の付せ られ るべ き価値が(計画的減価
償却を控除した)調達 原価 もし くは製作原価 よ り低 くな り,し か も,「予
想 され る持続的 な価 値減少」(v・raussichtlichedauerndeWertminderung)
がない場合(株式法第154条第2項)。
(c)流動資産 では,近 い将来(これは,一般に,最 長2年 に限定されている)
にお いて,こ うした対象物 の評 価数値 が価値変動 に もとついて変更 さ
れなければな らない とい うことを避 け るため に,合 理的な商 人的判断
に よって(beivern皿ftigerkaufmannischerBeurteilung),より低 い 評
価 数値が必要 とな る場合(株式法第155条第3項 の1)。この種の許容 さ
れた評価数値 は,たとえそ の基 礎が もはや存 在 していな くて も,そのま
ま保持す ることが 許 される(株式法第154条第2項および第155条第4項)。
こ うした8個 の異な った価値(調達原価もしくは製作原価,付せられるぺき価値,取
引所価格もしくは市場価格から生じる価値,額面価格,合理的な商人的判断にしたがって
必要となる金額,所 得税および収益税目的上許容されているより低い価値,価 値変動を
除外するためのより低い価値)のうち,株 式法に よっては,ど れ ひとつ としてそ の
選択が明確 に規定 されていな い。ただ,額 面価格 と税務上許容 されてい る価値
については,明確 な考 え方が存在 してい る。 また,製作 原価 とい う概念につい て
は,評 価方法的 に要求 され てい るにす ぎないの であ る(株式法第153条第2項)。
したがって,株式法の実 際上 の取 り扱 い とい うことにな ると,常 に くり返 し,よ
り厳密な税法上 の考え方に立ち返 って理 解せ ざるをえない とい うことにな る。
しか もその際,大 幅に低い評価がな され るとい うことが一般にいえ る の で あ
るue。
ところで,こ うした評価規定 な らびに そ こ で の価値 の解釈 と適用に関連 し
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て,さ らに,い わ ゆ る 「公 開法 」 に 言 及 してお か なけ れ ば な らない 。
3.「 公 開 法」
「公 開 法 」(1969年8月15日付の一定 の企業お よび コンツェルンについての会計報告
についての法律)(GesetztiberdieRechnungslegungvonbestimmtenUriternehmen
undKonzernenvom15.8,1969)で「公 開 を義 務 づ け られ て い る企 業」(Publizitats-
pfiichtigeUnternehmen)eこつ い て は,評 価 に際 して,ま ず,当 該法 律 形 態 にた い
す る規定 が 適用 され,つ い で,不 明確 な 「正 規 の簿 記 の 諸 原則 」 が 適 用 され る
の で あ る。 この 「公 開 を義 務 づ け られ てい る企 業 」 に は,組 合(Genossenschaf・
ten),著作 権 利用 会社(Urheberrechtsverwertungsge3e1』haften)およ びe-部の保
険 会社 を 除 くす ぺ て め 法形 態 の企 業 が含 まれ る。 ただ し,そ れ ら企 業 は,少 な
くと も3期 連 続 した 貸借 対 照 表 日現在 にお い て,つ ぎの 条件 の うち の2つ を満
た す 限 りに お い て,公 開を 義 務 づ け られ るロ㌔ す なわ ち,
(1)貸借 対照 表 の 合計 額 が1億2,500万マル クを越 え る。
(2)信用 機 関 で は3億 マ ル ク,保 険 会 社 では1億 マ ル クの保 険 料 収 入 があ
り,ま た 売上 収 益 が2億5,000万マ ル クを越 え る。
{3)年度 平 均 で従業 員 数 が5,000人を越 え る。
4.部 分 価 値 と 「課 税 の公 平性 」
こ こで,さ らに,税 法 上 の 「部 分価 値 」(Teilwert)とい う概 念 に も関 説 し て
お か な け れ ば な らな い。
税 法 では,本 来,企 業 手段 の課税 を考 慮 し て,個 別 売却 価 格 か も し くは部 分
価 値 と よばれ る個 々の対 象 物 の 「経 営 帰 属 的価 値 」(betriebsgeh6rigerWert)で
の評 価 が な され な けれ ば な らな い とい う考 え方 が基 本 に され て い た 。 そ して利
益 課 税 につ い て は,企 業 手段 の 課税 とは別 の評 価 原則 が 用 意 され た の で あ る。
しか し,歴 史 的 に は,1934年に 部分 価 値 とい う概 念 が 所 得 税 法 に 引 き継 が れ,
そ れ が 今 日 までそ の ま まに残 され てい るの で あ る囎。
この 「部 分価 値 」(Teilwert)とは 「経 営 全体 の買 手 が総 買 入 れ価 格 の枠 内 に
お い て 個 々の経 済 財 に 付 与す る金 額 で あ る。 そ の際,そ の買 手 が経 営 を継 続す
る とい うこ とか ら出発 され な けれ ば な ら な い」(所得税法第6条 第1項 の1--2)
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とされてい るのであ る。 ところが,法 律は この全体経営 の取得者(買手)が総買
入れ価格 の枠 内で個 々の経済財 に付与す る金額を どの よ うに計 算すべ きかにつ
いては何 も規定 していないのである。 したが って,部 分価値 は実務上は さまざ
まな内容 と大 きさを もつ こととなる。以下,そ の点について,個 別 にみてみ る
ことにす る。
{1)土地 は調達原価 で,ま た,建 物 は継続記録 され てい る調達原価 もし くは
製作原価で評価 され なければ な らない。ただ し,部 分価値 がそれ以下 になると
い うことを納税者が証 明できる場合は除かれ る鱒。
(2}動かす ことので きる償却性 の設備財
償却性の設備財に つ い て は,部 分価 値は原則的には再調達原価を基準 とす
る。
(i)評価 日前3年 以 内に調達 もし くは製造 され た経済財 につい て は,「継続
記帳 され た」(fortgeftthrten)(通常の減価償却 Absetzungf垂Abnutzung)を控
除した)調達原価 もし くは製作原価 か ら出発す ることが で き る。再調達 原
価 は,こ こでは,そ れ が継続 記録 され た調達原価 もし くは製作原価以下 と
な る場合(より低い部分価値)にのみ選択 され る。 しか しなが ら,通 常の場合
においては,再 調達原価 は継続記録 された調達原価 もし くは製造原価 を上
回 る。その場 合には,企 業手段 の課税お よび利益調税のためには,継 続記
録 された調達原価 もし くは製作原価が選択 され る。
倒 評価 日前3年 以内に調達 もし くは製作 された経済財につい ては,価 格 の
変動を考 慮す る ことが必要 とな る。そ の下落の程度 の測定に際 しては,そ
れ ぞれ の商品 もし くは工業財 の価格の動 向,経 済財 の調達 もし くは製作 と
評価 日とのあいだ の時 間的な隔た り,な らびに,技 術的 もし くは経済的 な
旧式化 とい った要 素が考慮 されなければ ならない⑳。
しかしなが ら,こ うした償却性 の設備財にたいす る部分価値は,経 営全体 の
買手が こ うした設備財にた いして より低 い評価 をお こな うとい うことを納税者
が証明しえない場合 にだけ妥 当す る。 た とえば,需 要の変化 もし くは技 術進歩
の結果,当 該設備が もはや引 き合わな くな るとす るならば,買 手は これ を より
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低 く評価す るであろ う。 しか しなが ら,そ の よ うな場合に,経 営 が全体 として
なお十分な収益をあげている とす るな らば輌判 決は部分価値での償却を通常は
否定 した。納税者は償却性 の設備財 にっい て,需 要 の変化 もし くは技術進歩の
ために設備財 の残存耐用年 数が短縮 した と い う こ との証 明に成 功 した場合に
は,大 抵は,よ り低い評価 をお こな う。それか らこの短縮 された耐用年数 にお
た って均等の配分 がな され なければ な らないのであ る⑳。
(3)無形固定 資産'
権利,経 済的な便益 お よび買い取 られた営業価値は固定資産 の無形 の経済財
に数 えられ る。部分価値 の大 きさについては,償 却性 の設備財 についていわれ
ロ し
た ことが3つ の特別規定 を ともな って妥 当す るca。t.,
(1)営業用の燃料椎i(Brennrechte)の評価,爆 薬専売権(ZUndwarenm・n・p・】)に
たいす る出資,水 利用権,お よび財貨流通 の認可権にたいす る評価 につい
ては,大 蔵当局に よって指針が 設定 され た。
㈹ 著作権,保 護 された発見 お よび保護 され ていない発見につい ては,部 分
価値 は資本価値 として計 算 され る。 その際,納 税者がそれ以外 の事 は何 も
証 明 しえない限 りにおいて,大 蔵 当局 は8年 の耐用年数を基礎 として,年
度純収益を8%の 利子に利 子率の半分の リス ク付加分を加えた もの,す な
わ ち,12%で資本化す るのであ る。
㈹ 取得 された営業価値 はその調 達価 格で評価 されな ければな らない。判決
は,長 い間i企 業全体 の 「一般 価値 」(gemeinerW破t)が簿価 以下 に な,る
場合 にのみ,そ れ よ り低い部分価値を とって きた。最近 では,取 得 された
営業価値 は,将 来獲得 され るべ き利益 が適正 な企業者賃金 と投下資本の正
常利子 との合計 よ り高 くな らな い場 合 で も,も はや,存 在 しない とされて
い る。
㈲ 出資
利益課税 に際 しては,部 分価 値の高 さは収益状 態にしたが う。 出資 している
会社に損失 が存在 してお り,そ のために,数 年 にわた って分配がお こなわれて
いない とす るな らば,調 達原価以下 にな る部分価値を見積 る根拠 となる。上場
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会社につ いては,証 券市場 の相場が後にな って下 落した場合 には,そ れが部分
価値の高 さにたいす るひ とつ の指標 とな る。 しか しなが ら,判 決に よれば,相
場の下落だけ では,投 資(および投資=有価証券)につい て部分価 値 償 却(Teilwert-
abschreibung)をお こな うにはなお十分 とはいえない。 新規に設立 された会社に
っいての開業損失 は,通 常,部 分価 値償却 を正当化 しない。外 国への投資につ
いての通貨価値の下落 について も同様 であ る四。
⑤ 固定資産のその他 の有価証券 お よび長期貸付金
利益課税 については,も し取 引所 の相場が調達原価 以下 とな ると す る な ら
ば,そ の相場が部分価値 とみな され る。 しか しなが ら,「正規の簿記 の諸原則」
にしたがえば,固 定資産において,よ り低い部分価 値に引 き下げ るとい う強制
は何 ら存在 していない,と 実務では主 張 され てい る。 さらに,長 期貸付にたい
しては,債 権についていわれた ことが妥当す るmo。
(6)原材料,補 助材料 お よび経営材料
ここでは,部 分価値 は再調達原価(調達市場における市場価格もしくは 取 引所 価
格)にしたが う㈱。、"]
(7)商品,完 成品お よび未完成 品
経営の買手は,こ こでは,「全体 買入価格の枠内において」(imRah皿endes
Gesamtkaufpreises)この財貨 の個別 売却価格(再調達価格ではない)を付与す るであ
ろ う。それに もかかわ らず,現 行法 の部分価値は個別 売却価値 には合致 しない
のである。す なわち,
ω 通常,商品お よび完成品の部 分価値は再調達原価に等 しい。それ ゆえ,原
価計算において初めか ら再調達原価での計算がお こなわれていない限 り,
商品にたいす る調達支 出お よび完成品 にたいす る製作原価 の代 りに,評 価
日におけ る時価(Tagespreise)が登場す る。 さらに,"販売価格 の下落を予想
す る必要がない場 合に も再調達原価 が付 され るべ き で あ る(所得税法第36
条第1項の3)。
〈ii).貯蔵,流 行に よる好 みの変化,あ るいはその他の理 由に よって,経 済財
の価値が減少 した とす るな らば,あ らか じめ獲得 し うると考 えられていた
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販売 収 益 が実 際原 価(Selbstk・sten)に「平 均 的 な企 業 者 利 益 」(durchschnitt-
licherUntemehmergewinn)を加 えた ものに達 しない場合には,部 分価値は
低下す る伽。
(8)債権 お よび債務,
債権 の部分価 値は将 来の貨幣の入 りの現金価値 の うちに求め られ る。額面価
格 の部分価値償却 は と くにつ ぎの場合に生 じる閻。す なわち,
ω 外 国の債 務者にたいす る債権は国内の債務者にたいす る債 権 よ りはるか
に大 きな リス クを負担 してい る。 この ことは特別な価値修正 とい うものを
正当化す る。た とえば,債 務者の支払能 力について知 る可能性 が よ り少な
い とい うこと,な らびに債 権を回収す る困難 さが よ り大 である とい った こ
とがあげ られ る。
㈹ 支店の支払能 力が悪化 してい るとい うことだけでは,債 権償却 にたいす
る根拠 とはな らない。基準 となるのは,む しろ,個 々の債務者 の支払能力
についての個別 の評価 であ る(連邦税務法廷,1964年4月8日付判決)。
醐 一般 的な企業運営 と関連 してい る リスクは債権 の部分価値を減少 させな
い(連邦税務法廷,1956年12月4日付判決)。
銅 法的には なお残存 してい る債権の回収不能性は債 権 の価値修正を強要す
る。
{V)債権 が疑わ しい場合に は,部 分価値償却 をお こな うことが できる。債権
は,そ れ の欠損が一定 の確率 で予想 され,債 務者の財産状態お よび流動性
の状態 がかな り悪化 した場 合に,疑 わ しい もの とな る。支払いの停止は前
提 とはな らない。
杣 債 権が利子を生 まないかあ るいは生む として もわずか であ るとい うこと
は,部 分価値を減少 させ る。
利益課税 では,債 務については,よ り低い部分価値 の代 りに より高い部分価
値が入 る。 とい うのは,債 務は貸借対照表 の貸方側にかかげ られ る か ら で あ
る。外貨建債 務については,部 分価値が最初 に 「取得 価格」(Anschaffinngspreis>
として貸借対照 表にかかげ られ た返済額を上 回 ることがあ りうるas。
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(9)引き出しと出資
引 き出しと出資は原則 として部分価値 で評価 されなけれ ばな らない。
無償 の,公 益 目的を追求す るためにな され る引 き出 しについては,こ れ を簿
価で評価す る ことが許 されてい る⑳。
さて,シ ュナイ ダーは こうした 「部分価値」(Teilwert)での評価 は,経 営財
産の所有者を,そ れ以外の財産 の所有者 と比較 して,著 し く優遇 している とい
う理 由で,「課税の公平性」 にたいす る重大な違反 を意味 してい る とみ る の で
ある。 また,利 益課税 に際 して も,「部分価値」での評価は,大 抵 は,利 益算
定者に有利 とな り,「課税の公平性」 とは両立しえない とみてい るので あ る。
シュナィ ダーは税 務上 の利 益算定におけ る費用評価(損失の先取 り)がそ も そ も
r課税の公平性」 とい う原則 と調和 させ られ るべ きであ るとい うこ と に疑問を
いだいてい るの であ る。そ こで,か れは 「部分価値 でのい っさいの評価操作を
放棄 して,"即 時の損失補償"(sofortigerVerlustausgleich)(時間的に無限の損失の
繰り延べまたは損失の繰 り越し)の導入が課税 の公平性には るかに よ く役立っはず
であ る」領 と主張す るのであ る。 しか し,そ うした 「即 時の損 失補償」 とい う
ものは現実性 のない概念 なのであ る。
このよ うに,税 務上 の利益計算が 「課税 の公平性」 とは両立 しない もの とな
ってい ることが 明らか とな るのであ るが,こ の点は,さ らに,減 価償却問題を
考慮す ると,い っそ う明確な ものとな る。
5.減 価償却問題
(1)耐用年数に関す る問題
経営で利用 され る設備財 の経済的な耐用 年数は,投 資計算に よってかあ るい
はその他の方法で見積 られ ざるをえない。 その ような計算 もし くは見積 りは常
に議論の多い問題をひ き起 こす ので,大 蔵省 は,経 験 を基礎に して,耐 用年数
表を刊行す るとい う道を選 んだ。それが 「大蔵省編集:耐 用年数表(1957年8月
15日)」(AfA-Tabellenvom15.Augustlg57)であ り,今 日まで1ご,13回の改訂
がお こなわれた。 この表 は産業部門別に分類 されてお り,そ こには固定資産 の'
個々の グループにたいす る指示が含 まれ てい る。 もち ろん,そ れはすべての設
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備財にたいす るものではない。 とくに,特 定の経 営のために個別に作 られた よ
うな設備財 にたいす る ものではない。その場 合の耐用年 数は大蔵 当局 との交渉
能 力に したが って決定 され る。 この表にかかげ られ てい る耐用年数 にしたが っ
て計上 され る 「直線的減価償却」の金額は2交 替制 の経 営 では25%そ し て3
交替制の ところでは50%そ れ ぞれ 引 き上 げ られ るのであ るBn。'
さて,こ の 「AfA表」 の耐用年数が減価償却 の基礎 とされ る限 りにお いて,
大蔵省 は異議を となえない。納 税者がそれか ら離 れ よ うとす る場 合には,か れ
は この表 よ り短かい耐用年数を どる理 由を 明らかに しなければ ならない(連邦税
務法廷,1959年2月3日付判決)。しか し,rAfA表」 にかかげ られ てい る耐用年
オ
数は通常10%か ら20%も 短かめに測定 されてい るとい うことが明 らかにな っ
たために,こ の表にたい してかつては抵抗 があ った とはいえ,今 日ではほ とん
ど問題 とは ならない働。
(2)税務上 の規則的 な減価償却(損耗にたいする控除)
(1)一定額 の減価償却 と給付の程度 に した が った減 価償却。
株式法 の 「計画的減価償却」(planmU6三geAbschreibungen)に税 務上対応 する
ものが 「損耗にたいす る控除」(AbsetzungfifrAbnutzung)(以下AfAとする であ
る。 しか しなが ら,税 法は許容 し うる減価償却方 法を限定 してい る。通常,こ
のAfAは一定 の年度額 とな る。つ ま り 「直線的」(lineare)減価償却 とな る(所得
税法第7条第1項)。 直線的減価償却を計算す るために,調 達原価 もし くは製作
原価が耐用年数で除せ られ る。
固定資産 の うち動 かし うる経済財 につ いては,用役の費消(lnatispruchnah皿e),
それゆえ,給 付 にしたが った減価償却をお こな うこと もできる。ただ し,そ の
場 合,そ れ が経済的に理 由づけ られなければな らない。つ ま り,各 年度 にかか
わ る給付 の範 囲が証 明されなければな らない⑳。`
㈹ ↓逓減的減価 償却
.固定資産 の動かす こ とので きる経済財 につい ては,・AfAを逓減的 な年度額 で
適用す る ことがで ぎる。 しか し,税 務上許容 され ている逓減 的減価償 却の適用
には一定 の制約が ともな う。
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tまず○ 逓減償却のパーセ ン トは定額償却 の場合の>e-一・セン トの2.5倍を越 え
てはな らない。 しか も,そ れ 以上 に出て,最 高25%と な らなければならない
(所得税法第7条 第2項)。この25%が 耐用年数4年 か ら10年 の場合の減価償却
の限界 となる。 とい うのは,耐 用年数が4年 の場 合には定額償却 も25%とな
るか らである。 したが って,定 額 償却の2.5倍に限定 され るのは,耐 用年数が
10年以上 の場 合 とい うことにな るca。
っいで,1977年9月1日以前に調達 もし くは製造 された経済財 にた い し て
は,逓 減的な減価償却が定 額償却の場 合のパーセン トの2倍 を越 えてばならな
いし,さ らにそれ 以上 に出て,最 大20%と ならなければならない と決め られ
ている。
また,逓 減償却か ら定額償却への移行は許容 され てい るが,し か し,定 額償
却か ら逓 減的償却ぺ の移行 は許容 されていない(所得税法第7条第3項)。 したが
って,耐 用年数が4年 までの場合には,税務上は,逓減的減価償却は実行不可能
となる。耐用年 数がそれ よ り長い場 合には,通 常 は㍉ まず,逓 減償却が採用 さ
れ,そ してその償却額 が定額 償却の場 合の金額を下回 るや否や,定 額償却へ移
行す ることが推奨 され てい る悶。 こ うした組 合わせは,以 下の表田が示す通 り,・
時間の経過 とともに,最 も少ない簿価に導 く。
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さ らに,幾 何級 数 的 な逓 減 的 減価 償却 の ほか に,算 術 級 数 的 減価 償 却 あ るい
は 年 次 数 総 和 法 も選 択 で き る。 な お,意 識 的 に 中 止 され たAfAを あ とか ら取
り 返 す こ とは 許 され な い働。
{3)異常 な 損 耗 に た い す る控 除(AfaA)
株 式 法 に よる 「計画 外 償 却 」(auBerplanmaβigeAbschreibungen)とい う概 念 に
は,税 務 上 は,「 異 常 な損 耗 に た いす る控 除 」(AbsetzungftirauBergeveδhnliche
Abnutzung)(以下AfaAとす る),「部 分 価 値 償却 」(Teilwertabschreibung),および
「税 務 上 の 特 別償 却 」(steuerlicheSonderab3chreibungen)が対 応 して い る。 この
異 常 な技 術 的 も し くは経 済 的 損 耗(価値減少)に た いす る控 除 は,逓 減 的減 価 償
却 が選 択 さ れ てい る場 合 に は,許 容 され ないee(所得税法第7条 第2項 の4)。
と ころ で この 「AfaA」が お こなわ れ な けれ ば な らな い もの であ る のか,あ
る い は これ は任 意 規定 とで もい うぺ き もの で あ る のか ど うか とい う ことにつ い
て は 意見 の相 違 が み られ る。 判 決 は 「AfaA」を 強 行 規定 とみな して い る。 所
得 税 法 第6条 第2項 の1は 償 却 性 資産 は 「損耗 にた い す る控 除 」(AfA)分だけ
減 額 され た もの で評 価 され なけれ ば な らな い し,ま た,そ の こ とはrAfaA」
に た い して も妥 当す る と規 定 して い る。 また,別 の学 者 は,こ こで は,選 択権
が あ る とみ てい る働。
{4}特別 償 却
多 くの法 律 にお い て は,こ れ まで,社 会経 済 政 策 的 な理 由 か ら,た とえ ば,
私 的 な医 療 施 設,排 水 浄 化 設 備,石 炭 ・採 鉱 業,船 舶業 に た い し て は,「 ベル
:リン促 進 法 」(GesetzzurF6rderungderBerlineオWirtschaft,1976)や構 造 的 に弱
い 地 域 の 促 進 とい う意 味 で,特 別 償 却 が 許 容 され て きた 。 特 別 償 却 が許 容 され
る事 例 に っ い て は,所 得 税 法 第51条 の 一 覧表 お よび 「連 邦 政 府 の 第6次 補 助
金 報 告 書 」(B・・i・htderB・ndesregierungilb・Tdi・E。tw三。k1⑰gd。rFi。。。 i。r。。9-
shilfendesBundesundSteuertiergttnstigungenf{1rdieJahre1975bis1978gema6
§12desGesetzeszurF6rderungderStabilitatunddesWachstumderWirtschaft
vom&Juni1967)などに 多 くみ られ る㈲。
こうした多 くの特別償却 にたい し て,一 連 の共通の規定 が発布 された(所得
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税法第7条a)。その うちつ ぎの2つ の点が重要 とな る。すなわち,「一般 に,優
遇措置 の うちただひ とつ の ものだけを要求す ることが許 され る。 そして特別償
却は損失 または損失の増大 に導 いてはな らない。 ベル リン促進 法に したが った
特別償却はそ こか ら除外 され る」細。
この よ うに,税 務上 の利益計 算が 「課税の公平性」 とは両立 しない とい うこ
とが明らか とな る。 しか も,実 務上 は,そ の ような利益計算に よ って'「利益」
の大 きさが決定 され,そ れ に よってさらに,「 税」,「配当」が決定 され るので
ある。「課税 の公平性 」 とい う目的か ら演繹的に展 開されて い る 「正規の簿記















































す でにみた ごと く,ド イツ税法 におい ては,税 務 貸借対照表を用い ての利益
算定は,形 式 的には,「商法上 の正規の簿記の諸原則」 に したが って表示 さ れ
るべ きであ るよ うな経営財産 が表示 され るべ きであ る(所得税法第5条第1項),
とい ういわゆ る商事貸借対照表の税務貸借対照表にたいす る基準性 の原則の も
とにおかれ てい る。 しか し,貸 借対照表 の内容をみた時には,こ 、の基準性 の原
則がそ のまま妥 当してい るとはいえないのであ る。すなわち,・.,
積極側 においては,貸 借対照表の内容(貸借対照表に表示しうる経済財め概念)は
商法上 の財産対象物 とい う概念 を凌駕 している。株式法上の貸借対照表作成の
補助 手段(貸借対照表作成の選択権)は,部分的には,税 務 上の資産 化の義務づけ
とな り,選 択権 とな り,あ るいは税務上 の資産化 の禁止 とな り,さ らに,税 務
上 の選択権 は部分的には商法上 の選択権での貸借対照表作成 の義務づけに変わ
るのであ るω。
また,消 極側において も,税 務上 の判決が商法上の負債概 念(第三者にたいす
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る債務)を凌駕 してい る。 その上,税 務上 の判決 は,ほ とん ど例外 な く,株式法
上の負債化(Passivierung)の選 択権 を引 き受け てい るのである(2}。
したが って,貸 借対照表 の内容 につい てみ ると,「商 法上 の正規 の簿記の 諸
原則」の税務 貸借対照表 にたいす る基準性 とい うことを 口に できるのは,実 際
上は,税 務上 の判決 が 「商法上 の正規の簿記の諸原則」の解釈 とみな され る場
合だけ とい える(3)。
さらに,貸 借対照表評価 につ いてみ る と,「商法上 の正規 の簿記の諸原則」
は所得税法に評価規定 が設 けられ ていない時にのみ基準的な もの とな るのであ
る{4)o
それゆ え,「商事貸借対照表の税務 貸借対照表 にたいす る基準性 は,評 価 と
い う点 に関 しては,所 得税法 の第6条 お よび第7条 において評価 の選択権が許
容されている場合にのみ妥当す る」c5)とい うことにな るのであ る。
シュナィ ダーはそれについて6つ の事例 をあげてい るc6)。すなわち,
(1}すべ ての貸借対照表項 目にたいして,調 達原価 もし くは製作原価 の代わ
りに,よ り低い 「部分価値」(Teilwert)が評価数値 として付 され"う る"
(所得税法第6条第1項の2な らびに2,4,7)。
これは,流 動資産 にたい しては,ま さに,商 事貸借対照 表の基準性(最低価
値原則)のゆえに,任 意規定 が強行規定 とな る場合に限定 され る。
② 調達原価お よび 製作原価 の範囲に関 して選択権 が存在 してい る。
(3)取引税を控 除した後 に,も はや,800マル ク以上 にな らない,固 定資産
に属す る償却性 の経済財 は,そ の調達 もし くは製作 の年度 において,た だ
ちに費用 として計上す ることが"で きるi'(所得税法第6条第2項)。
ω 設備財 を経営 か ら除去 した場合 の売却利益は,取 替経済財 または固定資
産の一定 の他 の経済財 に繰 り越す こ と が``できる"(取替調達にたいナる積
立金,所得税法第6条6,所 得税実施規則第35項)。
(5}償却性 の設備財につ いては,償 却方法 に関 して,選 択権 が存在 し て い
る。
(i)もし納税者が各年度 に賦課 され る給付の範囲を証 明す るならば,給 付
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または実体 の減少 の割合に応 じた減価償却,も し くは,直 線的減価償却
を選択す ることがで きる(所得税法第7条第1項 の6)。
㈹ 直線的減価償却 もし くは法律で限定 された逓減的償却が選択 され うる
(所得税法第7条第2項)。 建物 にたい しては特別 な規定が用意 され てい る
(所得税法第7条第4項の5)。
㈱ それ まで適用 され ていた逓減的償却か ら直線的償却へ移行す る こと も
できる(ただし,その逆はできない)(所得税法第7条第3項)。
㈲ 税優遇一 た とえば特別償却 と評価の切 り下 げ一 を要求す る こ と が
"で きる"が ,し かし,要 求 しな けれ ばならない とい うわ けではない。
これらの6つの事例において,商事貸借対照表における評価が税務貸借対照
表 にたいす る選択権 の実施につ いて決定 を下すの で あ る。 しか し,「税務上の
優 遇指置一 た とえば,ベ ル リン促進法に よる特別償却(初年度75%償却)一 を
十 分に利用す るならば,商 事貸借 対照表におい て表示 され る数値 としては25%
の残存 簿価 でなければな らな くな る」(7)ので あ る。 づ ま り,こ こでは,「税務
貸借対照表の商事貸借 対照表にたいす る逆作用的基準性(dierttckwirkendeMa-
ageblichkeit)が存在す る ことにな る」(8}のである。
シ ュナ イ ダーの 『税 務貸借対照表論』は こうした現実的 な諸関連 のなかで展
開 されてい るのであ る。 それだけ に,こ の 『税務 貸借対照表論』 さらにはそ こ
で展開 されてい る 「正規の簿記 の諸原則」のはたす制度的 な役割には と くに注
意 しておかな ければ ならないであろ う。
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